ANALYSIS ON COMMUNAL BREAD OVENS TO DESCRIBE THE RESOURCE MANAGEMENT BY SWISS LOCAL COMMUNITIES IN MIDDLE AND EARLY MODERN AGES by 市橋 薫
スイス中近世期の共同パン焼き窯にみる資源管理と
コミュニティ
著者 市橋 薫
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 7
発行年 2018-03-24
URL http://hdl.handle.net/10114/14090
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.7(2018 年 3 月)                    法政大学 
 
スイス中近世期の共同パン焼き窯にみる資源管理とコミュ
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It can be inferred that communal usage of a communal bread oven in Switzerland would be historically 
reflecting local community’s sustainability. Based on author’s field survey, this paper analyzes their 
efficient ways of resource management for energy and foods in the community. 
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１．	研究背景と目的 
	 11世紀以降のヨーロッパでは、領主がパン焼き窯や水
車などを農民に強制的に使用させ、その使用料を徴収す
る「バナリテ」という制度が存在した。この制度に関し
て主に税徴収の仕組みに着目した研究が斎藤1によって
なされている。しかし『The	Crisis	of	Feudalism	
Economy	and	Society	in	Eastern	Normandy	c.1300〜
1550』2では、バナリテの中でも、パン焼き窯の税徴収額
は僅かなものであったことが分かった。よってこの制度
は経済的利益以外の目的があったと推測できる。また、
ヨーロッパの中でもスイスは、共同体の自治権が強かっ
た為、税徴収の目的による共同パン焼き窯使用はなかっ
たと考えられる。	
	 そこで本研究では、共同パン焼き窯運用の目的は資源
の効率的活用であると仮定し、スイスの共同パン焼き窯
を対象に、その共同化要因を探ることを目的とする。 
 
２．	研究方法 
	 本研究では、スイスの共同パン焼き窯成立要因や運
営方法などを明らかにするために、①文献調査と②今日
パン焼き窯を維持・運営している協会や自治体関係者を
対象とする現地ヒアリング調査を行った。 
（対象地：インス(Ins)、プロペラ(Properaz)、ラヴォワー
ル(Ravoire)、ヴォレージュ(Volleges)、メ(Mex) , 調査期間：
2017 年 8 月 3 日,5 日,6 日） 
 
３．	事例分析 
	 以下より、主に運営方法の異なるインス,プロペラ,ラヴ
ォワールの三事例を取り上げ、コミュニティによる資源
管理システムを探る為の視点を a)使用人数 b)穀物資源の
生産 c)運営方法の 3 つに定め分析する。 
（１）インスにおける共同管理 
a）使用人数 
	 インスの共同パン焼き窯は、1782 年には 9 件確認 3 さ
れており、現存しているのは 7 件である。7〜8 家族が窯
1 軒を共同使用している。 
b）穀物資源の生産 
	 インスは標高約 470m と比較的低地の平野部で水資源
も豊富であり、現在の穀物栽培農業地域割合も 30%以上
4である為、穀物栽培が容易な立地であったと推測できる。  
c）運営方法 
	 記録では 1562 年、1798 年、1848 年にインスでの火災
が確認できる。5火災の原因として薪加熱から出る灰の外
部拡散ということがあった。また 1897 年にはインスが属
するベルン州を対象に火災条例が制定され、その条例の
中で、共同パン焼き窯の建設が義務付けられた。図 1 は、
インスの共同パン焼き窯である。周辺住居から独立し、室
内に窯が設置された閉鎖型の建物であることからも、灰
の外部拡散による火災発生を防いだと考えられる。 
 
 
図 1	 インスの共同パン焼き窯（7 件の内の 1 例） 
	 窯は日曜日以外の毎日加熱され、1 日に 1 家族が薪と
パン生地を用意して使用した。石造りの窯は蓄熱性が高
く、熱が持続するため、連続使用すると薪消費量が抑えら
れる。しかし、月曜日はそれまで蓄えられた熱が放出して
しまう為、薪消費量が多くなる。そこで薪消費量を公平に
するために窯の使用順を決めた。順番決めは、家族の名札
を順に引き、月曜から土曜まで割り付けた。 
 
 
図 2	 使用者の割当表 
 
（２）プロペラにおける共同管理 
a）使用人数 
	 プロペラの共同パン焼き窯は、記録上 1663 年に確認で
きる。6 窯は 20 世紀半ばまで定期的に使用され、1〜2 家
族の同族集落の中で窯 1 軒を使用した。 
b）穀物資源の生産 
	 プロペラは標高 650〜800m の山岳部であり、小麦収穫
量は十分ではなく、クリを混ぜてパンを生産していた。現
在の穀物栽培農業地域割合も 10〜19.9%であり、穀物資
源の確保は容易ではなかったと推測される。 
c）運営方法 
	 ヒアリング調査より、プロペラでは建設費削減のメリ
ットから共同パン焼き窯を運用したことが分かった。 
	 プロペラは隣接集落に粉挽水車があった為、粉挽は容
易であり、共同パン焼き窯は 1 週間に 1 度使用された。
使用規則は同族間の所有であった為、必要なかったと推
測できる。 
 
（３）ラヴォワールにおける共同管理 
a）使用人数 
	 ラヴォワールでは、記録上 13 件の屋外のパン焼き窯が
確認されており、現存しているのは 7 つ（内 3 件が共同
窯）である。約 5〜10 家族の同族集落の中で、窯 1 軒を
使用した。 
 
図 3	 ラヴォワール（Ravoire）の共同パン焼き窯 
 
b）穀物資源の生産 
	 ラヴォワールの標高は約 1200m の山岳部で水不足が
深刻であり、農業では地下水を利用し、トウモロコシ、小
麦、ライ麦、大麦、オート麦などを少量栽培していた。現
在の穀物栽培農業地域割合も 1%以下であり、穀物資源の
生産は非常に困難であったことが分かる。従って小麦は
麓のマルティニーにて調達することもあった。粉挽はラ
ヴォワールの隣接集落（Martigny-Bourg：標高約 520m）
で行われた。 
c）運営方法 
	 窯の使用頻度は各同族集落で異なっており、月に 1 回
ないしは年に数回行われた。使用規則は、「コンソルター
ジュ（consortages）」と呼ばれる自治組織により決めら
れている集落が存在した。コンソルタージュは主にアル
プスの山岳地帯で見られ、水や森林、牧草地などの自然資
源を共通財産とし、灌漑用水路の建設や牧草地の整備、パ
ン焼き窯の建設なども共同管理した。7 
	
	
図 4	 コンソルタージュによる高山牧草地の取り決め 
 
	 コンソルタージュでは、「テッスレ（Tässle）」と呼ば
れる木片のシンボルで共同パン焼き窯の使用順が決めら
れた。これはインスと同様に薪消費量の公平性を保つ為
であった。 
	 文献調査より、年に数回のパン焼きを行っている地域
は、食料備蓄の為、数ヶ月保存の効くライ麦パンを一度に
大量に焼いて保存していたことが分かった。 
図 5	 ライ麦パンの保存 (Törbel) 
（出典：Roggenbrot und Backhaus.wmv：Urchigs Terbil） 
 
４．	衰退と復活 
共同パン焼き窯は、19 世紀後半から衰退の時期を迎え
る。鉄道の発達により、安い穀物が手に入り、穀物農業は
減少した。人々は自給自足の生活から解放され、共同パン
焼き窯は姿を消していった。8 
	 しかし 20 年ほど前から多くの村で、食の安全志向が高
まり、地産地消や食生活に対する見直しとして、共同パン
焼き窯の再評価が始まった。地元の「パン焼き窯協会
（Association）」が維持管理を行い、伝統的なパン焼きが
地域活性化の一躍を担っている。 
 
５．	結論 
 調査地全ての分析から、以下の知見が得られた。 
 a)使用人数は、数家族程度であり、どの地域も小規模の
コミュニティであると言える。 
 b)穀物資源の入手が困難な山岳地域ほど、小麦よりもラ
イ麦の方が栽培しやすく、長期保存が可能なパンを作っ
ており、コンソルタージュによる組織的な管理も見られ
た。 
	   
図 6 現地調査と文献調査によるまとめ表	  
c)粉挽水車までの移動が困難なほど使用頻度は、少ない傾
向が見られた。運営方法は薪消費量削減のため、公平な使
用規則が工夫されていた。運営のための背景には防火管
理や建設費削減、食料の備蓄などがあった。 
 従って、共同化要因は平地と山岳地で相違点と共通点が
見られた。平地集落では、防火管理と薪消費量の削減を要
因として共同化が進み、山岳集落では建設費削減、食料の
備蓄、労働負荷の軽減、薪消費量の削減を要因として共同
化が進んだ。 
 スイスの共同パン焼き窯は、地域ごとの自主的な運営に
より、防火や資源の合理的管理を目的に共同化が進んだ。 
このことから、限りある資源の中においてコミュニティ
を維持していくには、合理的に資源を管理していくこと
が重要であると考える。 
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